
新潟大学中期財務計画（令和４～９年度） 

令和４年３月 18 日 学長決定 

令和４年９月 13 日   更新 

 新潟大学中期財務計画は「第４期中期目標期間における新潟大学財務運営基本方針～ＮＵ

財務イニシアチブ～（令和４年３月 18 日学長決定）」（以下、「基本方針」という。）に基づき、

第４期中期目標期間６年間の財務計画を策定するものである。 

中期財務計画策定の基本的な考え方 

 第４期中期目標期間中は、運営費交付金の実質減、教員人事ポイント単価の上昇や電子資

産経費高騰が想定され、他方、新しい中期目標・中期計画を推進するために機動的な戦略的経

費の確保を行う必要がある。このような財政状況の中で、中期的な観点から教育研究体制を

維持し、第４期中期目標・中期計画を機動的に推進するため、次の経費を確保することが重要

である。 

・一定の教員人事ポイント維持のための経費

・一定の教員当経費・学生当経費維持のための経費

・中期目標・中期計画を推進するための経費

 これらを遂行するために学系等の理解と協力のもと、人件費管理、コストの見直し、間接経

費の活用による負担の見直し、外部資金を積極的に獲得する等、収支均衡のための施策を検

討実施する。 

なお、本計画は必要に応じて見直しを実施する。 

Ⅰ．積算推計の考え方 

１．予算のセグメント 

財源の性質及びその使途を踏まえ、予算を以下の３つにセグメントする。 

セグメント 内容 

大学 

運営費交付金、学生納付金及び間接経費等を財源として、人件費、教育研究

に必要な経費、研究推進・産学地域連携の支援、施設整備に必要な経費、大

学改革プロジェクト経費等に充当。 

病院 
病院収入及び運営費交付金等を財源として、人件費、診療に必要な経費等に

充当。 

外部資金 科研費、受託研究、共同研究、寄附金等。 

※上記のほか、第３期中期目標期間からの繰越分（目的積立金）。

２－１．大学セグメントの予算構造 

支出予算科目を再整理して、柔軟で機動的な予算執行をさらに進めるために予算の大括

り化と年度を超えた（中期期間中）計画的な執行を維持する。さらに結果の検証・分析を

行い、これを基に必要な経費等を見直し、予算の積算に活用することを中期的に目指せる



 

 
 

構造とする。 

予算科目 内容 

人件費 
大学で管理する教職員、非常勤職員等の人件費（退職金等含む）で構成

する。 

基盤的経費 

教育研究のための活動・環境整備等に係る経費、一般運営費、水道光熱

費等の運営上の基盤となる必要な経費で構成する。 

教育研究活動及び環境整備等に係る経費として「教育研究経費」を新設

し、学系等における教育・研究活動を一体的に運営するため学生教育充

実経費と教員当経費を統合する。 

戦略的経費 

学長のリーダーシップの下で第４期中期目標の着実な達成やミッショ

ン実現に資する事業に必要な経費として以下の３つで構成する。 

① 学長による全学的マネジメント強化を図るための「大学改革プロジ

ェクト経費」を新設する（旧学長裁量経費の構造を見直し、主に運営

費交付金で措置されるミッション実現戦略経費、法人運営活性化支

援経費、学長裁量経費等による戦略的な事業推進経費）。 

② 学系等のマネジメント強化を図るための「学系等マネジメント経費」

を新設する（学系長等裁量経費と教育研究活動等支援経費を統合）。 

③ 「共通政策課題分経費」（運営費交付金で措置される拠点経費や基盤

的設備等整備分等）。 

研究推進経費 
研究企画推進・強化による競争的資金獲得の増加等のために必要な経費

を新設する。 

産学地域連携

経費 

産学連携セグメントを再構築し、民間や自治体等からの共同研究獲得額

増加や地域課題解決のための地域との連携強化など、産学地域連携活動

を行うために必要な経費を新設する。 

施設費 
施設整備費補助金、施設費交付事業、特殊要因運営費交付金等を財源と

して施設整備事業に必要な経費で構成する。 

予備費 緊急的に追加で実施すべき事業等のための予備費とする。 

 

 ２－２．大学セグメントの収入予算の見通し  
〇運営費交付金 

令和４年度措置額を基に積算する。 

但し、以下の変動を考慮する。 

令和５年度以降は、ミッション実現加速化係数前年度比▲1.2％減 

令和６年度以降は、法人運営活性化支援分 0.65 億円／年が、第３期中期目標期

間終了時評価により減額されることを想定する。 

令和５年度以降は、概算要求における教育研究組織改革分及び基盤的設備等整備

分の採択を目指し、ミッション実現加速化係数による減額分を確保する。 

【設定・・・概算要求採択による増 ＋0.84 億円／年】※過去の実績等を基に積算 

  ※上記以外に、共通指標の評価により 0.2～0.5 億円／年の増減が見込まれるが、 

現状、大きな増減の差が生じる想定をしないこととし、変動要因からは除外している。 

 



 

 
 

〇学生納付金等 

 授業料免除実績による増減があるものの、免除実績に応じた修学支援新制度による授

業料等減免費交付金が交付されるため、同額を積算する。 

 

〇間接経費 

 令和２年度収入実績を基に積算する。 

積極的な外部資金獲得のための施策の実施により、第３期中の上昇率を確保する

こととし積算する。 

外部資金収入を反映させた産学官地域共創推進マネジメントへの積極的投資に

よって外部資金獲得の大幅増を進める。 

 【設定・・・間接経費の収入増額：＋0.6 億円／年（令和５年度～令和９年度） 

                 （令和９年度における当初年度比３億円増）】 

産学連携強化経費についても、間接経費の上昇率確保に合わせて積算を行う。 

【設定・・・産学連携強化経費の収入増額：＋0.05 億円／年 

（令和５年度～令和９年度） 

（令和９年度における当初年度比 0.25 億円増）】 

 

〇施設整備費補助金 

  令和４年度措置額を基に積算する。 

 

〇前年度繰越予算（目的積立金以外） 

 令和３年度実績額を基に積算する。主に目的積立金以外の使途が特定された事業費予 

算を計上し、当該額は繰越を行った翌事業年度に執行されるものとする。 

 

２－３．大学セグメントの支出予算の見通し 

〇人件費 

  ・人件費（教員） 

   令和４年度の教員人事ポイント（令和３年度の配分ポイントと同数：「第４期初年

度（令和４年度）における暫定的な教員人事ポイント制度について」（令和３年３月 

18 日役員会決定））に相当する教員人件費（9,000 百万円）とする。 

なお、変動環境下でも着実な教員採用計画の実施を可能とするために、令和３年度

教員人事ポイント総数を維持し、若手教員の雇用推奨などを図りつつ、教員人件費は

中期的に一定額を措置する。 

【設定・・・教員人件費一定化（令和４～令和９年度：90 億円）】 

 

また、人事院勧告に対する令和４年６月決定の対応（0.15 月分の引き下げ）を反映

した。 

     ただし、実情等を勘案し、必要に応じて令和６年度以降見直しを行うこととする。 

 

〇基盤的経費 

・教育研究経費（学生当経費・教員当経費） 

  教育研究のための活動・環境整備等に係る必要な経費を計上する。 



 

 
 

学生当経費は、教育に係る必要な経費として、学生数に応じて学種ごとの単価（令

和３年度と同額）により算定し積算する。 

教員当経費は、教員数に応じて単価（令和３年度と同額）により算定し積算する。

ただし、各学系及び脳研究所への配分については、令和３年度と同様に平成 29 年度

配分額と同額とする。 

  学系等における教育・研究活動を一体的に運営するため、学生教育充実経費と教員

当経費を統合し、柔軟な配分・執行を可能とする。なお、執行結果は、各学部・研究

科等毎に教育経費・研究経費と区分し、財務諸表（附属明細書：開示すべきセグメン

ト情報）に反映し公表することになる。 

 

・水道光熱費 

令和４年度においては、上半期の実績を踏まえ、水道光熱費の高騰を見込んで積算

し、令和５年度以降は一定の縮減努力（0.1 億円／年）を行うものとする。 

 

・設備整備経費 

令和３年度と同様に、対象設備となっている教育設備及び研究設備について設備

維持運営費を算定し積算する。また、教育研究環境強化のため、設備共用マスター

プランに基づき計画的に新規設備導入を図る目的で、設備整備経費（0.5 億円／年）

を確保する。 

 

・一般運営費 

上記の教育研究経費、水道光熱費、設備整備経費以外の教育・研究・管理等に必

要な経費を確保する。 

財務会計のＤＸ化推進によりコストの見える化を実施する。それにより適正なコ

ストを把握し合理化を図り、全学的な活用を進める。 

【設定・・・合理化による削減額：▲0.3 億円／年（令和５～令和９年度） 

（令和９年度における当初年度比 1.5 億円減) 】 

さらに収支を調整するため、縮減努力を行う。 

【設定・・・収支調整のための削減額：約▲0.3 億円（令和５～令和９年度）】 

 

・電子資産経費 

電子ジャーナル経費等、全学の電子資産に係る経費を計上する。 

【設定・・・電子資産の高騰化：＋0.5 億円／年（令和５～令和９年度） 

（令和９年度における当初年度比 2.5 億円増）】 

 

〇戦略的経費 

  ・大学改革プロジェクト経費 

    旧学長裁量経費を見直し、学長のリーダーシップの下で新潟大学将来ビジョン

2030 の実現、第４期中期目標・中期計画等の達成、社会の要請に応えることを目的

とし、重点支援事業へ集中投資することにより、社会的インパクトの創出を目指す。 

また、本経費内に新たに「ミッション加速経費」を計上し、本学の経営基盤の強

化、組織的個性化の推進、大規模補助事業獲得等の第４期に取組む事業をスタート



 

 
 

アップさせる経費として活用する。  

 一般運営費の合理化による削減額の一部を、戦略的経費へ転換する。 

【設定・・・戦略的経費への転換：＋0.05 億円／年（令和５～令和９年度） 

（令和９年度における当初年度比 0.25 億円増) 】 

法人運営活性化支援分の減額に対応して、同額分を削減する。 

【設定・・・法人運営活性化支援分終了に伴う減：▲0.65 億円／年 

（令和６～令和９年度）】 

 

・学系等マネジメント経費 

  学長を中心としたガバナンス体制強化の一環として、学系等（各学系、附置研究

所、全学共同教育研究組織、附属学校部）のマネジメント強化を図り、各学部・研

究科等における第４期中期目標・中期計画達成への推進強化、「成果を中心とする

実績状況に基づく配分」への対応等の取組を支援するための経費を計上する。 

間接経費の収入増額に対応して、年 45％を増額する。 

【設定・・・間接経費収入相当額分：＋0.27 億円／年（令和５～令和９年度） 

（令和９年度における当初年度比 1.35 億円増）】 

 

・共通政策課題分経費 

    運営費交付金で措置される拠点経費や基盤的設備等整備分等を計上する。 

 

〇研究推進経費 

ライフ・イノベーションを中心とした研究企画推進・強化による競争的資金の獲得増

加を目指し、体制及び研究人材育成を強化するために研究推進経費を措置する。措置額

は間接経費収入相当額の一部を反映するものとする。 

間接経費の収入増額に対応して、一定率を配分する。 

【設定・・・間接経費収入相当額分：＋0.11 億円／年（令和５～令和９年度） 

（令和９年度における当初年度比 0.55 億円増）】 

 

〇産学地域連携経費 

ライフ・イノベーションを中心とした産学連携及び地域共創を強化するための体制

並びに知的財産の管理・移転を強化するために産学地域連携経費を措置する。措置額は

間接経費収入相当額の一部及び産学連携強化経費収入相当額を反映するものとする。 

間接経費の収入増額に対応して、一定率を配分する。また、産学連携強化経費の

収入増額に対応する。 

【設定・・・間接経費等収入相当額分：＋0.08 億円／年（令和５～令和９年度） 

（令和９年度における当初年度比 0.4 億円増）】 

 

〇施設費 

施設の管理・運営に係る経費を確保する。また、「新潟大学キャンパスマスタープラ

ン施設整備アクションプラン」に基づいた、長寿命化等に係る整備等について、施設費



 

 
 

を確保・活用し魅力的なキャンパスの計画的な整備を図る。 

 

〇予備費 

緊急的に追加で実施すべき事業等のための予備費を確保する。 

毎年一定額を調整する。 

また、支出増に見合うべく縮減を行う。 

【設定・・・調整額：▲0.8 億円／年（令和５～令和９年度）】 

 

〇その他の繰越事業費 

前中期目標期間繰越積立金となった退職手当等の令和３年度決算額を計上する。 

 

３－１．病院セグメントの予算構造 

基本方針において、『「医歯学総合病院の理念・目標」を大学病院として果たすべきミッ

ションとし、これを実現するため、各種統計データ等を踏まえた病院の経営・運営改善や

機能強化策を実施し、戦略的かつ健全な経営を行う。』としている。病院セグメントにおけ

る中期的な投資計画や収支改善の取り組みを財務的観点から適切に把握するため、以下の

予算構造とする。 

予算科目 内容 

人件費 
病院で管理する教職員、非常勤職員等の人件費（退職金等含む）で構成

する。 

診療経費 
材料費、委託費、保守・修繕費等の診療報酬獲得に必要となる経費で構

成する。 

債務償還経費 
法人化前の借入金承継分（機構債務負担金）及び法人化後の新規借入金

の返済に必要な経費で構成する。 

一般管理費等 
卒後臨床研修等の教育経費や臨床研究支援等の研究経費及びその他教

育・研究・診療以外の業務に要する一般管理費等で構成する。 

病院特別医療

機器設備 
長期借入金を財源として医療機器整備事業に必要な経費で構成する。 

施設費 
施設整備費補助金、長期借入金を財源として施設整備事業に必要な経費

で構成する。 

 

３－２．病院セグメントの収入予算の見通し 

○運営費交付金 

 令和４年度措置額を基に積算する。 

ただし、令和５年度以降は、ミッション実現加速化係数前年度比▲1.2％減を考慮す

る。 

 

○病院収入 

 令和４年度の収入見込額を基に積算する。 

令和５年度以降は新型コロナウイルスによる大きな影響は見込まず、診療報酬改

定を考慮し積算する。 



 

 
 

【設定・・・２年ごとに▲0.5％のマイナス改定（令和５～令和９年度） 

（令和９年度における令和５年度比3.2億円減）】 

 

○その他収入 

 令和４年度の収入見込額を基に積算する。 

 

○施設整備費補助金 

 ・施設整備費補助金 

  現時点では見込まないものとする。 

 ・長期借入金 

  中長期設備投資計画（以下、「Nuh-LIP」という。）を基に各年度の借入見込額を計 

上する。 

 

○前年度繰越予算等 

 退職給付引当金等について、令和４年度の見込額を基に計上する。 

 

３－３．病院セグメントの支出予算の見通し 

○人件費 

 令和４年度の支出見込額を基に積算する。 

○診療経費 

・材料費 

  令和４年度の支出見込額を基に積算する。令和５年度以降は高額医薬品の増や新

薬導入による医薬品費の増、物価上昇等による医療材料費の高騰が想定されるが、医

薬品プロジェクト等の収支改善の取り組みによりコストの削減を図り、同額での推

移を見込む。 

 

・委託費 

  令和４年度の支出見込額を基に積算する。 

令和５年度以降は、人件費コストの増が見込まれるものの、人員配置を含めた業

務内容の見直し等によりコストの削減を図る。しかし、物価上昇等も見込まれるた

め、増加傾向で計上する。 

【設定・・・＋0.3％の増加率（令和５～令和９年度） 

（令和９年度における当初年度比 0.35 億円増）】 

 

・保守・修繕費 

  令和４年度の支出見込額を基に積算する。 

令和５年度以降は、Nuh-LIP による整備機器等の保守を想定し、一定額を計上す

る。 

【設定・・・＋1.0 億円を計上（令和５～令和９年度）】 

 

 



 

 
 

・リース料 

  現行リース契約に基づく支出見込額を計上する。 

 

・研修費 

  令和４年度の支出見込額と同額を計上する。 

 

・経費（光熱水料等） 

  光熱水料の高騰を踏まえ算定する。令和５年度以降についても、単価の動向等が不

透明なため、令和４年度と同額を計上する。 

 

・設備投資 

  Nuh-LIP 等に基づき、診療経費を財源に実施する医療機器整備費、施設設備整備費

を計上する。 

 

○債務償還経費 

 借入元との契約内容に基づく返済予定額を計上する。 

 

○一般管理費等 

 令和４年度の支出見込額と同額を計上する。 

 

○病院特別医療機械設備 

    Nuh-LIP に基づき、長期借入金を財源に実施する医療機器整備費を計上する。 

 

○施設費 

 現時点では見込まないものとする。 

 

   ○目的積立金（前年度からの繰越額） 

    前年度発生した退職給付引当金を除く収支差及び目的積立金の収支差の合計額を医 

療機器整備の財源として計上する。 

 

○Nuh-LIP 

    Nuh-LIP に基づき、目的積立金を財源に実施する医療機器整備費を計上する。 

 

 

４－１ 外部資金セグメントの予算構造 

     

予算科目 内容 

科学研究費等補助金 科学研究費補助金、 

受託研究費等 受託研究費、共同研究費、受託事業費、共同事業費 

補助金 補助金 

寄附金 寄附金、大学基金 

助成金等 研究助成金 



 

 
 

４－２ 外部資金セグメントの見通し 

   〇科学研究費補助金、受託研究費等 

    科学研究費補助金、受託研究費等については、間接経費収入の獲得額より直接経費

の額を積算している。 

 

   〇補助金、寄附金、助成金等 

    科学研究費補助金、受託研究費等の中期財務計画期間における平均伸び率 5.7％によ

り受入増額を積算している。 

 

Ⅱ．第４期中の検討課題と見直しすべき点 

 １ 学系等配置の教員人事ポイント及び教育研究経費の安定的配置のための施策検討 

    第４期中期目標期間中において、経年に伴う若手教員比率の減少等による人事ポイ

ント単価上昇、運営費交付金の大きな変動が想定される。このような環境下でも学系

等に配置された教員人事ポイントおよび教育研究経費を安定して確保するために、以

下の施策について議論する。 

・若手教員採用の促進 

・教員人事ポイントの未使用ポイントの有効的な活用制度 

・電子資産の高騰に対する負担の在り方 

これらの取組の結果と運営費交付金の変動や外部資金獲得状況を基に、令和６年度中

に教員人事ポイント制度の見直しを含めた持続可能な財務構造の再構築を図る。 

 

 ２ 第４期中期目標達成のための事業推進策の検討 

    第４期中期目標達成のための事業推進策として、以下について検討する。 

    ・全学的なＤＸ推進やスマートキャンパス化等を含む第４期中期目標を達成するた

めの推進体制と事業費について、第３期における体制からの移行も含め検討する。 

    ・多様な財源の獲得を推進するために、概算要求「教育研究組織改革分（学内資源の

再配分）」も含めた競争的資金の積極的な獲得を計画的に推進する。このためにＵＡ

制度を核に、全学的な企画・実施の強化を検討する。 

    ・寄附金等の余裕資金を活用した機能強化推進スキームについて検討する。 

 

３ インフラ長寿命化等に係る整備のための経費運用策の検討 

   インフラ長寿命化計画の実施においては、以下の経費を全学的な観点で統合運用す

る必要があり、その方策を検討する。 

・学系等における修繕補修等を行う基盤的経費 

・全学スペースマネジメントによる全学共用スペース利用料 

・第３期からの目的積立金 

 

４ 外部資金（寄附金を含む）獲得額を増加させるための全学的な取組策の検討 

    競争的資金の獲得を定常的に発展させるため、参画教員の拡大方策を検討する。 

     

 ５ コストの見える化による財務運営マネジメントサイクルの検討 

    財務会計のＤＸ化推進により、必要額を把握し全学的活用を推進する方策を検討す



 

 
 

る。 

 

 

Ⅲ．その他 

 本計画は必要に応じて見直しを実施する。 

 



機２Ａ

＜全学セグメント＞
R4 R5 R6 R7 R8 R9

68,199 68,749 71,094 71,441 71,515 71,721
15,244 15,207 15,105 15,068 15,032 14,996
7,300 7,300 7,300 7,300 7,300 7,300

31,006 31,641 31,509 31,482 31,351 31,325
191 191 191 191 191 191
963 1,028 1,093 1,158 1,223 1,288
20 220 2,020 1,620 1,020 420

施設整備費補助金 20 20 20 20 20 20
長期借入金 0 200 2,000 1,600 1,000 400

1,242 277 277 277 277 277
外部資金（繰越額含） 12,233 12,885 13,599 14,345 15,121 15,924
科学研究費補助金 1,921 2,042 2,170 2,300 2,431 2,562
受託研究費等 3,571 3,790 4,012 4,234 4,457 4,679
補助金 1,226 1,273 1,346 1,423 1,504 1,589
寄附金 5,056 5,294 5,556 5,842 6,151 6,483
助成金等 457 486 515 546 578 611

61,735 61,900 63,837 63,778 63,579 63,551
26,544 26,544 26,544 26,544 26,544 26,544
3,796 3,804 3,813 3,821 3,832 3,841

661 661 661 661 661 661
974 964 954 944 934 924
137 137 137 137 137 137

1,790 1,758 1,727 1,695 1,666 1,635
234 284 334 384 434 484

19,154 19,798 19,754 19,607 19,472 19,478
材料費 13,522 14,157 14,157 14,157 14,157 14,157
委託費 2,170 2,177 2,184 2,191 2,198 2,205
保守・修繕費 1,052 1,152 1,152 1,152 1,152 1,152
リース料 904 883 838 700 590 589
研修費 62 62 62 62 62 62
経費（光熱水料等） 1,313 1,313 1,313 1,313 1,313 1,313
設備投資 131 54 48 32 0 0

2,025 1,891 1,665 1,671 1,712 1,776
327 327 327 327 327 327

  運営費交付金

新潟大学第４期中期財務計画＜全学＞
 第４期中期目標期間中は、運営費交付金の実質減、教員人事ポイントの単価の上昇や電子資産経費高騰が想定され、他方、新しい
中期目標・中期計画を推進するために機動的な戦略的経費の確保を行う必要がある。本計画は、このような財政状況の中で、中期的
な観点から教育研究体制を維持し、第４期中期目標・中期計画を機動的に推進するため、学系等の理解と協力のもと、人件費管理、
コストの見直し、間接経費の活用による負担の見直し、外部資金を積極的に獲得する等、収支均衡のための施策をとった場合の最大
値を想定している。
 なお、本計画通りとならない場合は、必要に応じて計画を見直し、全学を挙げてさらなる事業規模の縮小（人件費などの支出減）
を行う必要がある。

（単位：百万円）

区分

収入

 人件費

  病院収入
  病院その他収入

 基盤的経費
教育研究経費
水道光熱費
設備整備経費

  学生納付金等

  間接経費等
  施設整備費補助金

  目的積立金以外の前年度繰越額

支出

一般運営費
電子資産経費

 診療経費

 一般管理費等
 債務償還経費



機２Ａ

1,260 1,292 1,259 1,291 1,323 1,355
734 739 679 684 689 694
474 501 528 555 582 609
52 52 52 52 52 52

204 216 227 238 248 259
118 126 134 143 150 158

0 200 2,000 1,600 1,000 400
586 586 586 586 586 586

0 0 0 0 0 0
978 0 0 0 0 0

6,743 7,116 7,528 7,950 8,385 8,827
科学研究費補助金 1,436 1,527 1,623 1,720 1,818 1,916
受託研究費等 2,778 2,948 3,121 3,293 3,467 3,639
補助金 1,226 1,273 1,346 1,423 1,504 1,589
寄附金 1,095 1,147 1,204 1,266 1,333 1,405
助成金等 208 221 234 248 263 278

6,464 6,849 7,257 7,663 7,936 8,170
697 803 909 991 923 796

うち外部資金として繰越 5,488 5,769 6,071 6,395 6,736 7,097
277 277 277 277 277 277

＜目的積立金＞
R4 R5 R6 R7 R8 R9

4,787 2,517 1,616 1,196 1,168 1,098
4,787 2,517 1,616 1,196 1,168 1,098
2,967 1,704 1,329 1,019 993 890

284 257 0 0 0 0
110 110 110 110 110 63
117 117 0 0 0 0

2,456 1,220 1,219 909 883 827
1,820 813 287 177 175 208

※ 単位未満を切捨した金額を記載しているため計が合わない場合がある。

収支差（収入-支出）

区分

うち目的積立金として繰越

うち目的積立金以外として繰越

 外部資金

 戦略的経費
大学改革プロジェクト経費
学系等マネジメント経費
共通政策課題分経費

 研究推進経費

 病院特別医療機械設備
 産学地域連携経費

 施設費
 予備費
 その他の繰越事業費

NuH-LIP
収支差（収入-支出）

収入
目的積立金（前年度からの繰越額）

支出
職員宿舎取り壊し計画
インフラ長寿命化計画
施設整備移転等



機２Ａ

＜大学セグメント＞
R4 R5 R6 R7 R8 R9

21,856 20,938 20,933 20,993 21,053 21,113
12,595 12,590 12,520 12,515 12,510 12,505
7,300 7,300 7,300 7,300 7,300 7,300

963 1,028 1,093 1,158 1,223 1,288
20 20 20 20 20 20

978 0 0 0 0 0

21,856 20,938 20,933 20,993 21,053 21,113
14,914 14,914 14,914 14,914 14,914 14,914
3,796 3,804 3,813 3,821 3,832 3,841

661 661 661 661 661 661
974 964 954 944 934 924
137 137 137 137 137 137

1,790 1,758 1,727 1,695 1,666 1,635
234 284 334 384 434 484

1,260 1,292 1,259 1,291 1,323 1,355
734 739 679 684 689 694
474 501 528 555 582 609
52 52 52 52 52 52

204 216 227 238 248 259
118 126 134 143 150 158
586 586 586 586 586 586

0 0 0 0 0 0
978 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

＜大学セグメント目的積立金＞
R4 R5 R6 R7 R8 R9

1,392 881 397 287 177 67
1,392 881 397 287 177 67

511 484 110 110 110 63
284 257 0 0 0 0
110 110 110 110 110 63
117 117 0 0 0 0
881 397 287 177 67 4

 施設費
 産学地域連携経費

一般運営費
電子資産経費

 戦略的経費
大学改革プロジェクト経費

収支差（収入-支出）

インフラ長寿命化計画

区分
収入

目的積立金（前年度からの繰越額）
支出

職員宿舎取り壊し計画

新潟大学第４期中期財務計画＜各セグメント＞

施設整備移転等

 予備費

収支差（収入-支出）

（単位：百万円）

区分

収入
  運営費交付金

  施設整備費補助金

支出
 人件費

  学生納付金等
  間接経費等

 研究推進経費

 基盤的経費

  目的積立金以外の前年度繰越額

 その他の繰越事業費

共通政策課題分経費

教育研究経費
水道光熱費
設備整備経費

学系等マネジメント経費



機２Ａ

＜病院セグメント＞
R4 R5 R6 R7 R8 R9

34,110 34,926 36,562 36,103 35,341 34,684
2,649 2,617 2,585 2,553 2,522 2,491

31,006 31,641 31,509 31,482 31,351 31,325
191 191 191 191 191 191

0 200 2,000 1,600 1,000 400
施設整備費補助金 0 0 0 0 0 0
長期借入金 0 200 2,000 1,600 1,000 400

264 277 277 277 277 277

33,136 33,846 35,376 34,835 34,141 33,611
11,630 11,630 11,630 11,630 11,630 11,630
19,154 19,798 19,754 19,607 19,472 19,478

材料費 13,522 14,157 14,157 14,157 14,157 14,157
委託費 2,170 2,177 2,184 2,191 2,198 2,205
保守・修繕費 1,052 1,152 1,152 1,152 1,152 1,152
リース料 904 883 838 700 590 589
研修費 62 62 62 62 62 62
経費（光熱水料等） 1,313 1,313 1,313 1,313 1,313 1,313
設備投資 131 54 48 32 0 0

2,025 1,891 1,665 1,671 1,712 1,776
327 327 327 327 327 327

0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 200 2000 1600 1000 400
0 0 0 0 0 0

974 1,080 1,186 1,268 1,200 1,073
697 803 909 991 923 796

うち目的積立金以外として繰越 277 277 277 277 277 277

＜病院セグメント目的積立金＞

R4 R5 R6 R7 R8 R9

3,395 1,636 1,219 909 991 1,031

3,395 1,636 1,219 909 991 1,031

2,456 1,220 1,219 909 883 827

2,456 1,220 1,219 909 883 827

939 416 0 0 108 204

 施設費

支出

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

収支差（収入-支出）

区分

  病院収入

  目的積立金以外の前年度繰越額

収入

 診療経費

支出
 人件費

 債務償還経費
 一般管理費等

うち目的積立金として繰越

  運営費交付金

  その他収入
  施設整備費補助金

 戦略的経費
 研究推進経費

収支差（収入-支出）

区分

収入

目的積立金（前年度からの繰越額）

NuH-LIP

 病院特別医療器械設備



機２Ａ

＜外部資金セグメント＞
R4 R5 R6 R7 R8 R9
12,233 12,885 13,599 14,345 15,121 15,924
1,921 2,042 2,170 2,300 2,431 2,562
3,571 3,790 4,012 4,234 4,457 4,679
1,226 1,273 1,346 1,423 1,504 1,589
5,056 5,294 5,556 5,842 6,151 6,483

457 486 515 546 578 611
※前年度繰越額を含む数値としている。

6,743 7,116 7,528 7,950 8,385 8,827
1,436 1,527 1,623 1,720 1,818 1,916
2,778 2,948 3,121 3,293 3,467 3,639
1,226 1,273 1,346 1,423 1,504 1,589
1,095 1,147 1,204 1,266 1,333 1,405

208 221 234 248 263 278
5,488 5,769 6,071 6,395 6,736 7,097

※ 単位未満を切捨した金額を記載しているため計が合わない場合がある。

＜大学セグメント＞

・電子資産の高騰化は、＋0.5億円／年の支出増（想定最大値）

＜病院セグメント＞

・病院収入は、診療報酬改定による減（２年ごとに▲0.5％のマイナス改定）を想定

・長期借入金は、中長期設備投資計画（Nuh-LIP)を基に借入見込額を計上

・保守・修繕費は、令和５年度以降Nuh-LIPによる整備機器の保守＋1.0億円を想定

＜外部資金セグメント＞

・科学研究費補助金、受託研究費等の中期財務計画期間における平均伸び率＋5.7％により受入増額を積算

 補助金

支出

収支差（収入-支出）

 科学研究費補助金
 受託研究費等
 補助金
 寄附金

・教員人件費は、90億円／年の一定化を想定。さらに、人事院勧告に対する令和４年６月決定の対応（0.15月分の引き下げ）を反映

・水道光熱費は、令和４年度上半期の実績を踏まえ、高騰を見込んで積算。これに対し、令和５年度以降▲0.1億円／年の縮減
を想定

・予備費は、支出増に見合うべく、令和４年度以降▲0.8億円／年となるよう縮減を行う想定（想定最大値）

・委託費は、業務内容の見直し等でコストの削減を図るものの、物価上昇等も見込まれるため令和５年度以降＋0.3％の増額を
想定

 助成金等

・一般運営費は、合理化により令和５年度以降▲0.3億円／年の支出減（想定最大値）。加えて収支を調整するため、さらに約
▲0.3億円／年の縮減努力を行う（想定最大値）。これに伴い、一般運営費から戦略的経費への転換は、＋0.05億円／年を想定

本計画における主な変動要因及び収支均衡のための施策は以下のとおり

・運営費交付金において、ミッション加速化係数影響額は、第４期中前年度比▲1.2％の減額を想定。これに対し、概算要求採
択によりその７割にあたる＋0.84億円／年を獲得（想定最大値）
・運営費交付金における法人運営活性化支援分が令和６年度以降▲0.65億円／年減額される可能性を想定し、構成要素となって
いる大学改革プロジェクト経費も同額減少する想定
・間接経費は、第３期中の上昇率により＋0.6億円／年の収入増（想定最大値）。これに伴い、学系等・研究推進・産学地域連
携へ収入相当額のうち一定率を配分

区分

 寄附金
 助成金等

 受託研究費等
 科学研究費補助金

収入

（単位：百万円）


